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平成 30年度地域包括支援センターの運営状況等について 

 
【本市の地域包括支援センターの概要】 

 

（１）地域包括支援センター設置期日 

平成１８年４月１日（以降、地域ケアプラザ新規整備地区において順次設置） 

 

（２）地域包括支援センター設置数 

全市合計：１４１か所（平成 31年３月 31日現在） 

① 地域ケアプラザに設置する地域包括支援センター：１３８か所 

② 特別養護老人ホームに設置する地域包括支援センター：３か所 

 

地域包括支援センター設置数の推移       （31年３月 31日現在） 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 
設置数（か所）  １３８  １３９ １４０ １４１ 

 

（３）担当圏域 

   概ね中学校区程度 

（１か所当たり平均圏域人口約 26.7千人、圏域高齢者人口約 6.5千人） 

 

（４）職員配置 

   保健師等１名、社会福祉士１名、主任ケアマネジャー１名（原則配置数） 

   担当圏域の高齢者人口が 6,000 人以上の地域包括支援センターには、概ね 3,000 人

ごとに１名を増員配置 

 

（５）担当業務 

   ①総合相談・支援事業（さまざまな相談への対応等） 

②権利擁護事業（高齢者の後見的支援、虐待防止の取組み等） 

   ③包括的・継続的ケアマネジメント支援事業（ケアマネジャーに対する支援、地域

のボランティアなど様々なネットワークの構築等） 

④介護予防支援事業・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

（要支援者および事業対象者の介護予防ケアプランの作成） 

 

（６）運営主体 

   地域ケアプラザ・特別養護老人ホームを運営する法人に本市から指定管理又は運営

委託 
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１ 総合相談・支援事業 

（１）窓口・電話相談 

   地域の高齢者等に対して、面接、電話等による相談を実施し、必要な支援内容を把

握するとともに、地域における適切な機関、制度、サービスの利用につなげる等の支

援を行っています。 

地域包括支援センターでは、月～土曜は午前９時から午後９時まで、日曜・祝日は

午前９時から午後５時まで、窓口・電話で高齢者等からのさまざまな相談を受け付け

ています。 

 

  【地域包括支援センターの事業実績】 

  ○相談件数の推移 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

相談件数

（件） 

１５７，８６０ １７４，８８７ １９１，５８３ ２０２，０２１ 

  

 

（２）訪問 

   相談者からの依頼を受けた中で、訪問が必要な場合、地域包括支援センター職員が

相談者の自宅等を訪問し、民生委員等とともに安否確認や状況確認、情報提供、各種

福祉保健サービスの申請受付等を行っています。 

 
 

  【地域包括支援センターの事業実績】 

 ○訪問件数の推移 
 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

訪問件数

（件） 

３８，０５８ ４１，６４９ ４１，８２６ ４３，８０４ 

 

 

２ 権利擁護事業 

（１）権利擁護相談 

   地域の民生委員、介護保険事業者、医療機関等の福祉保健関係者とのネットワーク

を構築し、単身や認知症の高齢者で支援を要する方を早期に発見し、相談につなげら

れるように体制を整備しています。 

地域包括支援センターでは、主に社会福祉士が権利擁護事業関連の研修に参加し、

業務遂行に必要な実践的知識・情報の習得に努めています。 

   各区で区成年後見サポートネットを開催し、区福祉保健センター、地域包括支援セ

ンター、区社会福祉協議会あんしんセンター職員が参加し、社会福祉士会、司法書士

会等の成年後見を担う専門職域団体と情報共有、困難事例の検討などを行っています。 

 

  【地域包括支援センターの事業実績】 

   ○権利擁護相談件数の推移  

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

権利擁護 

相談件数 
９，６６２ 

１０，４５

６ 

１３，２４

５ 

１３，０２

６ 

※上記１の相談・訪問件数の内数 
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（２）成年後見制度の活用 

   窓口相談等を通じて把握された、認知症等により判断能力が低下し契約行為等が困

難と考えられる方については、民法上の成年後見制度（成年後見、保佐、補助の各類

型）の利用が円滑に行われるよう、家庭裁判所への審判請求について案内するととも

に、親族申立てが適切に行われるよう支援しています。 

   その中でも、身寄りが無いなどの理由で親族の申立てが困難な方については、成年

後見制度の区長申立て等の対応を図るため、区福祉保健センターにつなげています。 

 《参考》 

 

【本市の事業実績】 

    ○成年後見制度の区長申立て件数の推移     

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 
区長申し立て件数 ２３１件 ２６３件 ２５７件 ２６５件 

 

 

（３）日常生活自立支援事業 

   日常的な金銭管理に不安のある方や困難な方が、日常生活自立支援事業（※）を円

滑に利用できるよう支援し、各区社会福祉協議会に設置された「あんしんセンター」

につなげています。 

※ 日常生活自立支援事業とは、定期的な訪問や預貯金の出納代理・代行や公共料金の支払い

等を行う「定期訪問・金銭管理サービス」、介護保険など福祉サービスの利用手続き援助等

を行う「福祉サービス利用援助サービス」、預貯金通帳・有価証券・不動産権利証書などを

預かる「預金通帳など財産関係書類等預かりサービス」を提供する事業をいいます。 

 

  【各区社協あんしんセンターの事業実績】 

    ○日常生活自立支援事業契約件数の推移         （高齢者・障害者合計） 

区  分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

定期訪問・金銭管理サービス 

（福祉サービス利用援助サービスを

含む。） 

７２４件 ９０１件 １，０２５件 １，１３７件 

通帳など財産関係書類等預かりサ

ービス 

１７８件 １９４件 ２０１件 １９１件 

実利用者数 ７２８人 ９０４人 １，０２８人 １，１３９人 

        

       ※双方のサービスの利用者がいるため、件数の計＝実利用者数とはなりません。 

 

 

（４）高齢者虐待対応事業 

窓口相談などを通じて把握した相談内容について、区へ報告し情報共有を図るなど、

連携強化に取り組んでいます。また、高齢者虐待の理解を深め、虐待事例の早期発見・

早期対応を図ります。 

 

【地域包括支援センターの事業実績】    

○地域包括支援センターから区への相談状況 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 
地域包括支援センターから区

への相談件数（件） 
６２ ８４ ８４ ８７ 
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３ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

（１）地域住民、関係機関等との連携推進 

   地域における医療・保健・福祉の連携を図るため、主治医や民生委員など地域関係

者との連絡会や地域情報の収集及び提供を行っています。 

また、区ケアマネジャー連絡会と協働して研修会開催を行う等、ケアマネジャーを

中心に据えたネットワークづくりを行っています。 

 （２）ケアマネジャー支援 

   ケアマネジャーに対する相談窓口の設置や、居宅介護支援事業所への訪問等による

相談や指導、新任ケアマネジャー等への実習支援等を行っています。 

また、支援困難事例に係るサービス担当者会議の開催支援、事例検討、及び医師等

の専門家を招いた研修会の開催等を行っています。 

 

   【地域包括支援センターの事業実績】     

   ○ケアマネジャー支援状況の推移 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

ケアマネジャー 

相談件数（件） 
２１，２８６ ２４，２７８ ２６，５４１ ２７，８７６ 

新人・就労予定 

ケアマネジャー 

研修実施人数（人） 
７９９ ９２０ １，５０８ １，２００ 

サービス担当者 

会議開催支援 

実施回数 
７，１４４ ８，５２５ ７，６６３ ８，６４２ 

  

 

 

 

４ 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

（１）要支援者等の介護予防ケアプラン作成 

   地域包括支援センターでは、指定介護予防支援事業者として、要支援者（「要支援１」・

「要支援２」に認定された方）の介護予防ケアプランを作成しています。 

   また、平成 28 年 1月からの介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防ケア

マネジメント（第１号介護予防支援事業）を開始し、要支援者および事業対象者の介

護予防ケアプランを作成しています。 

 

【地域包括支援センター（指定介護予防支援事業者）の事業実績】   

○介護予防ケアプラン作成状況の推移           （翌年度 4月審査分） 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

作成件数（件） ２２，８５６ ２４，１６１ ２５，９３４ ２７，３３７ 

 

 

（２）居宅介護支援事業所への委託状況 

   要支援者の介護予防ケアプランは、原則として地域包括支援センター（指定介護予

防支援事業者）が作成することとされていますが、業務の一部を居宅介護支援事業所

のケアマネジャーに委託できることとなっています。 
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【地域包括支援センター（指定介護予防支援事業者）の事業実績】   

○地域包括支援センターから居宅介護支援事業所への介護予防ケアプラン作成委託 

状況の推移                      （翌年度４月審査分） 

 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

委託件数（件） １４，２５１ １５，８２０ １７，７６９ １９，１４１ 

  ※（１）介護予防ケアプラン作成件数の内数 

 

《参考》 

【地域包括支援センターにおける介護予防普及啓発活動実績】     

                   

       年度 

種別 

２８年度 ２９年度 ３０年度 

実施回数 
延べ参加者

数 
実施回数 

延べ参加

者数 
実施回数 

延べ参加

者数 

講演会・イベント・

健康教育等 
4,223 125,486 4,223 125,486   

地域活動支援 

※ 
5,173 85,376 5,173 85,376   

※地域活動支援の内容：ボランティア育成等の研修、地域活動組織育成・支援、関係団体等

の連絡会等 

 


